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「議案第１４５号 川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例の制定につ

いて」に対する修正案 

 

 「議案第１４５号 川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例の制定について」

の一部を次のように修正する。 

 

 目次中 

「 第１節 地球温暖化対策推進基本計画等（第６条・第７条） 

  第２節 事業活動に係る地球温暖化対策（第８条～第１４条） 

  第３節 開発事業等に係る地球温暖化対策（第１５条～第２１条） 

  第４節 再生可能エネルギー源の利用による地球温暖化対策等（第２２条 

      ・第２３条） 

  第５節 日常生活等における地球温暖化対策（第２４条～第２８条） 

  第６節 環境技術による国際貢献の推進等（第２９条・第３０条） 

 第３章 地球温暖化対策の推進のための体制整備（第３１条・第３２条） 

 第４章 雑則（第３３条～第３７条）                 」 

を 

「 第１節 地球温暖化対策推進基本計画等（第６条～第１１条） 

  第２節 大規模事業者からの温室効果ガス排出量の削減（第１２条～第２ 

      ７条） 

  第３節 中小規模事業所からの温室効果ガス排出量の削減（第２８条～第 

      ３０条） 

  第４節 開発事業等に係る地球温暖化対策（第３１条～第３７条） 

  第５節 認証検証機関（第３８条～第５４条） 

 第３章 雑則（第５５条～第５９条） 

 第４章 罰則（第６０条～第６２条）                 」 

に改める。 

 第１条中「条例は」の次に「、地球温暖化が地球の環境に極めて深刻な影響を

与えるおそれがある問題として人類共通の課題であることにかんがみ、市内で発

生する温室効果ガスを平成３２年までに平成２年比２５パーセント削減すること

を目標に掲げ」を加え、「環境技術による国際貢献の推進その他必要な事項を定

めることにより、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進し、温室効果ガスの

排出の抑制並びに吸収作用の保全及び強化（以下「温室効果ガスの排出の抑制等

」という。）を図り、もって低炭素社会の実現に資するとともに、良好な環境を

将来の世代に引き継ぐ」を「環境負荷を低減するための措置その他必要な事項を



定めることにより、地球温暖化を防止し、現在及び将来の川崎市民が健康で安全

かつ快適な生活を営む上で必要な環境を確保する」に改める。 

 第２条第１号及び第４号中「人の」を「事業活動その他人の」に改め、同条第

５号を削る。 

 第３条及び第４条を次のように改める。 

 （市長の責務） 

第３条 市長は、この条例の定めるところにより、市内で発生する温室効果ガス

を平成３２年までに平成２年比２５パーセント削減目標を達成するための地球

温暖化防止のため都市の成長を管理することを始め、温室効果ガスの排出の抑

制等のための必要な措置並びに温室効果ガスの発生源について必要な規制及び

緊急時の措置を講ずるほか、その施策を事業者及び市民と連携して実施し、温

室効果ガスの排出の抑制等に努めなければならない。 

２ 市長は、温室効果ガスの発生源、発生原因及び発生状況を常時監視するとと

もに、その結果明らかになった温室効果ガスの排出の抑制等の状況を市民に公

表しなければならない。 

３ 市長は、温室効果ガスの排出の抑制等に係る技術の開発及びその成果の普及

を行うよう努めるとともに、小規模の事業者が温室効果ガスの排出の抑制等を

行う施設の整備等について必要な助成措置を講ずる。 

４ 市長は、自らが事業活動を行う場合には、温室効果ガスの排出の抑制等に資

する行動を率先してとるよう努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第４条 事業者は、その事業活動に伴って生ずる温室効果ガスの排出の抑制等の

ために必要な措置を講ずるとともに、市長が行う温室効果ガスの排出の抑制等

に関する施策に協力しなければならない。 

２ 事業者は、温室効果ガスの排出の抑制等のために従業者の訓練体制その他必

要な管理体制の整備に努めるとともに、その管理に係る温室効果ガスの排出の

抑制等の状況について把握し、並びに温室効果ガスの発生源、発生原因及び発

生状況を常時監視しなければならない。 

 第５条に後段として次のように加える。 

 この場合において、市長は、温室効果ガスの排出の抑制のための知見及び技

術の普及を図るため、情報の提供その他の措置を講ずるものとする。 

 第６条第２項第４号中「前３号」を「前各号」に改め、同号を同項第６号とし、

同項第３号中「前号」を「第２号」に改め、同号を同項第５号とし、同項第２号

の次に次の２号を加える。 

 (３) 年次ごとにおける温室効果ガスの総量の上限 



 (４) 部門別削減計画及び年次計画 

 第６条第３項中「と連携して」を「に基づいて」に、「が行われるよう配意す

る」を「を行う」に改め、同条中第４項を削り、第５項を第４項とし、同条第６

項中「市長は、」の次に「更なる」を加え、「に係る技術の向上及び」を「の必

要性等の」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項を削り、同条第８項中

「、審議会に報告するとともに」を削り、同項を同条第６項とする。 

 第７条第２項中「、審議会に報告するとともに」を削る。 

 第２章第２節の節名を削る。 

 第８条から第１１条までを次のように改める。 

 （地球温暖化対策指針の作成） 

第８条 市長は、事業活動に伴い温室効果ガスの排出を行っている事業者（以下

「温室効果ガス排出事業者」という。）が、地球温暖化対策を推進するための

指針（以下「地球温暖化対策指針」という。）を定めるものとする。 

２ 地球温暖化対策指針は、科学的知見、技術水準その他の事情を勘案して作成

するものとし、必要に応じて改定するものとする。 

３ 市長は、地球温暖化対策指針を定め、又は改定したときは、その内容を公表

するものとする。 

 （地球温暖化対策の推進） 

第９条 温室効果ガス排出事業者は、地球温暖化対策指針に基づき、地球温暖化

対策を推進しなければならない。 

２ 温室効果ガス排出事業者は、地球温暖化対策を推進するため、地球温暖化対

策指針に定める組織体制の整備及び温室効果ガスの排出の量の把握に努めなけ

ればならない。 

３ 温室効果ガス排出事業者は、地球温暖化対策指針に基づき、その事業活動に

係る他の温室効果ガス排出事業者が実施する前２項の措置について、協力する

よう努めなければならない。 

４ 温室効果ガスの排出の量が相当多い事業所として規則で定めるものの新たな

設置又は増設を計画している事業者は、事前に次条に規定する第三者機関に当

該計画を提出しなければならない。この場合において、第三者機関が当該計画

に対して意見を付したときは、事業者は、これを尊重しなければならない。 

 （第三者機関） 

第１０条 市は、地球温暖化対策の推進のため、専門的知識を有する者、市民の

代表及び特定非営利活動法人の代表者からなる機関（以下「第三者機関」とい

う。）を設置する。 

２ 前項に規定する第三者機関の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め



る。 

 （勧告） 

第１１条 市長は、温室効果ガス排出事業者が、第９条第１項の規定による地球

温暖化対策の推進が地球温暖化対策指針に照らして著しく不十分であるときは、

当該事業者に対し必要な措置をとることを勧告することができる。 

２ 市長は、前項の規定による勧告を行おうとする場合においては、あらかじめ

第三者機関の意見を聴くものとする。 

 第１１条の次に次の節名を付する。 

    第２節 大規模事業所からの温室効果ガス排出量の削減 

 第１２条から第１４条までを次のように改める。 

 （用語の定義） 

第１２条 この節及び次節において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

 (１) 温室効果ガス排出量 温室効果ガスである物質ごとに、温室効果ガス排出

事業者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量として規則で定める方法に

より算定される当該物質の量に当該物質の地球温暖化係数（温室効果ガスで

ある物質ごとに地球温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に対

する比を示す数値として国際的に認められた知見に基づき規則で定める係数

をいう。）を乗じて得た量をいう。 

 (２) 特定温室効果ガス 温室効果ガス排出量の削減が特に必要な温室効果ガス

として規則で定めるものをいう。 

 (３) その他ガス 特定温室効果ガス以外の温室効果ガスをいう。 

 (４) 特定温室効果ガス排出量 特定温室効果ガスに係る温室効果ガス排出量を

いう。 

 (５) その他ガス排出量 その他ガスに係る温室効果ガス排出量をいう。 

 (６) 事業所 建物又は施設（以下「建物等」という。）（エネルギー管理の連

動性を有する複数の建物等がある場合は、これらを一の建物等とみなし、建

物等（当該みなされた建物等を含む。）の所有者がその近隣に建物等を所有

する場合で規則で定めるものは、当該近隣の建物等を合わせて一の建物等と

みなす。）をいう。 

 (７) エネルギー管理の連動性 事業活動に係るエネルギー（貨物又は旅客の輸

送の用に供されるエネルギーを除く。）の一体的な管理が可能な状態として

規則で定める状態にあることをいう。 

 (８) 指定地球温暖化対策事業所  地球温暖化対策を特に推進する必要がある

事業所として、次条第１項の規定により市長が指定する、前年度の温室効果



ガスの排出の状況が規則で定める要件に該当した事業所をいう。 

 (９) 特定地球温暖化対策事業所 指定地球温暖化対策事業所のうち、特定温室

効果ガス排出量を削減する必要がある事業所として、次条第３項の規定によ

り市長が指定する、規則で定める年度以降において、前年度の温室効果ガス

の排出の状況が規則で定める期間連続して前号の要件に該当した事業所をい

う。 

 (10) 削減計画期間 市内全体の特定地球温暖化対策事業所からの特定温室効果

ガス排出量の削減の程度を市長が確認するものとして規則で定める期間ごと

の各期間をいう。 

 (11) 削減義務期間 各削減計画期間内において、特定地球温暖化対策事業所に

該当する年度から当該削減計画期間の終了年度までをいう。 

 (12) 排出総量 一の特定地球温暖化対策事業所における特定温室効果ガス年度

排出量（１年度の特定温室効果ガス排出量をいう。以下同じ。）の削減義務

期間における合計をいう。 

 (13) 基準排出量 一の特定地球温暖化対策事業所において、特定温室効果ガス

年度排出量との増減を比較する基準となる量をいう。 

 (14) 削減義務率 一の特定地球温暖化対策事業所において、基準排出量に対し

て特定温室効果ガス年度排出量を削減すべき割合をいう。 

 (15) 削減義務量 削減義務期間の各年度ごとに、基準排出量に削減義務率を乗

じて得た量を、当該削減義務期間において合計した量をいう。 

 (16) 排出削減量 削減義務期間の各年度の基準排出量を合算して得た量から排

出総量を減じて得た量をいう。 

 （指定地球温暖化対策事業所の指定等） 

第１３条 市長は、前年度の温室効果ガスの排出の状況が前条第８号の規則で定

める要件に該当する事業所を指定地球温暖化対策事業所として指定するものと

する。 

２ 事業所を所有している事業者（当該事業者以外にも当該事業所の事業活動に

伴う温室効果ガスの排出について責任を有する者として規則で定める者がある

場合において、当該者が、規則で定めるところにより、市長に届け出た場合に

おいては、当該届出者。以下この節において「所有事業者等」という。）は、

当該事業所の前年度の温室効果ガスの排出の状況が前条第８号の規則で定める

要件に該当するときは、特定温室効果ガスの排出の状況に関し、前年度の特定

温室効果ガス年度排出量その他の規則で定める事項を、規則で定めるところに

より、第１６条第２項の規定による検証の結果を添えて、市長に届け出なけれ

ばならない。ただし、指定地球温暖化対策事業所については、この限りでない。 



３ 市長は、前条第９号の特定地球温暖化対策事業所の要件に該当する事業所を、

特定地球温暖化対策事業所として指定するものとする。 

４ 市長は、第１項又は前項の指定を行ったときは、規則で定めるところにより、

その旨を当該指定に係る事業所を所有している事業者（第２項の温室効果ガス

の排出について責任を有する者の届出をした者がある場合にあっては、当該届

出者を含む。）に通知するものとする。 

 （指定地球温暖化対策事業者の変更等） 

第１４条 指定地球温暖化対策事業所の所有事業者等（以下「指定地球温暖化対

策事業者」という。）は、次に掲げる事項に変更があったときは、その日から

３０日以内に、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

 (１) 指定地球温暖化対策事業者の氏名又は住所（法人にあっては、名称、代表

者の氏名又は主たる事務所の所在地） 

 (２) 指定地球温暖化対策事業所の名称又は所在地 

 (３) 指定地球温暖化対策事業所を所有する事業者（指定地球温暖化対策事業者

を除く。）の氏名又は住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名又は主た

る事務所の所在地） 

２ 指定地球温暖化対策事業者の変更があった場合において、当該変更の後の指

定地球温暖化対策事業者（以下この条において「新事業者」という。）は、そ

の日から３０日以内に、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出な

ければならない。 

３ 前項の規定による届出があった場合において、新事業者から、当該変更の前

の特定温室効果ガス排出量（第２６条の規定により市長に提出されている排出

量を除く。以下この条において「前事業者排出量」という。）が把握できない

旨の申請があり、かつ、市長がこれをやむを得ないものと認めたときは、市長

は、当該変更の前の指定地球温暖化対策事業者（以下この条において「前事業

者」という。）に対し、前事業者排出量の報告を求めることができる。 

４ 前事業者は、前項の規定により前事業者排出量の報告を求められたときは、

規則で定めるところにより、第１６条第２項の規定による検証の結果を添えて、

これを市長に報告しなければならない。 

 第２章第４節及び第５節、第３章並びに第４章を削る。 

 第２１条を第３７条とし、第２０条を第３６条とする。 

 第１９条中「第１７条第１項」を「第３３条第１項」に改め、同条を第３５条

とする。 

 第１８条を第３４条とする。 



 第１７条第１項中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

 第１６条を第３２条とする。 

 第１５条第１項中「とともに、再生可能エネルギー源の利用を検討するよう努

める」を削り、同条を第３１条とする。 

 第２章第３節を同章第４節とし、同節の次に次の１節及び２章を加える。 

    第５節 認証検証機関 

 （検証機関の認証）  

第３８条 第１６条第２項又は第２０条の検証の業務（以下「検証業務」とい

う。）を行おうとする者は、検証業務に関し規則で定める区分（以下「認証区

分」という。）ごとに、市長の認証を受けなければならない。 

２ 前項の認証の有効期間は、３年とする。 

３ 前項の有効期間の満了後引き続き検証業務を行おうとする者は、第１項の認

証を更新する認証を受けなければならない。 

４ 前項の更新の認証の申請があった場合において、第２項の有効期間の満了の

日までにその申請に対する認証又は認証の拒否の処分がなされないときは、従

前の認証は、同項の有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間は、なお

効力を有する。 

５ 前項の場合において、更新の認証がなされたときは、当該認証の有効期間は、

従前の認証の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

 （検証機関の認証の申請） 

第３９条 前条第１項の規定による認証又は同条第３項の規定による更新の認証

を受けようとする者（以下「検証機関認証申請者」という。）は、規則で定め

るところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出しなければな

らない。 

 (１) 氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及び主たる事務所の

所在地） 

 (２) 認証区分 

 (３) 検証業務を行う市内の営業所の名称及び所在地 

 (４) 法人にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者をいう。以下同じ。）の氏名 

 (５) 未成年者である場合にあっては、その法定代理人の氏名及び住所 

 (６) 第３号の営業所ごとに置かれる検証主任者（第４５条第１項に規定する検

証主任者をいう。）の氏名及び所属する営業所の名称 

２ 前項の申請書には、検証機関認証申請者が第４１条第１項各号のいずれにも

該当しない者であることを誓約する書面その他の規則で定める書類を添付しな



ければならない。 

 （検証機関の認証の実施） 

第４０条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があったときは、次条

第１項の規定により認証を拒否するときを除くほか、遅滞なく、規則で定める

ところにより、次に掲げる事項を認証検証機関登録簿に記載して、認証しなけ

ればならない。 

 (１) 認証年月日、認証番号及び認証区分 

 (２) 認証を受けた者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名及

び主たる事務所の所在地） 

 (３) その他規則で定める事項 

２ 市長は、前項の規定による認証をしたときは、遅滞なく、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を検証機関認証申請者に通知しなければならない。 

３ 市長は、規則で定めるところにより、第１項の認証検証機関登録簿を一般の

閲覧に供しなければならない。 

 （検証機関の認証の拒否） 

第４１条 市長は、検証機関認証申請者が次の各号のいずれかに該当する者であ

るとき、又は第３９条第１項の申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事

実の記載が欠けているときは、その認証を拒否しなければならない。 

 (１) この節の規定又はこの節の規定に基づく処分に違反して罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経

過しない者 

 (２) 第５１条第１項の規定により認証を取り消され、その処分のあった日から

２年を経過しない者 

 (３) 認証検証機関で法人であるものが第５１条第１項の規定により認証を取り

消された場合において、その処分のあった日前３０日以内にその認証検証機

関の役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないもの 

 (４) 第５１条第１項の規定により検証業務の停止を命ぜられその停止の期間が

経過しない者 

 (５) 検証業務に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代

理人が前各号のいずれかに該当するもの 

 (６) 法人でその役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 

 (７) 第４５条第１項又は第３項に規定する要件を欠く者 

２ 市長は、前項の規定により認証を拒否したときは、遅滞なく、規則で定める

ところにより、その理由を示して、その旨を当該検証機関認証申請者に通知し

なければならない。 



 （検証機関の認証事項の変更の届出） 

第４２条 認証検証機関は、検証業務を行う営業所の名称又は所在地を変更しよ

うとするときは、変更しようとする日の２週間前までに、市長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 認証検証機関は、第３９条第１項各号に掲げる事項（認証区分並びに検証業

務を行う営業所の名称及び所在地を除く。）に変更があったときは、規則で定

めるところにより、その日から３０日以内に、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

３ 市長は、前２項の規定による届出を受理した場合は、当該届出に係る事項が

前条第１項第５号から第７号までのいずれかに該当するときを除き、届出があ

った事項を認証検証機関登録簿に記載しなければならない。 

４ 第３９条第２項の規定は、第２項の規定による届出について準用する。 

 （検証機関の廃業等の届出） 

第４３条 認証検証機関が次の各号のいずれかに該当することとなった場合にお

いては、当該各号に定める者は、その日（第１号の場合にあっては、その事実

を知った日）から３０日以内に、その旨を、規則で定めるところにより、市長

に届け出なければならない。 

 (１) 死亡した場合 その相続人 

 (２) 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員であった者 

 (３) 法人が破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管財人 

 (４) 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した場合 その

清算人 

２ 認証検証機関は、検証業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとする

ときは、あらかじめ、その旨を、規則で定めるところにより、市長に届け出な

ければならない。 

３ 認証検証機関が第１項各号のいずれかに該当するに至ったとき、又は市内に

おける検証業務の全部を廃止したときは、当該認証検証機関の認証は、その効

力を失う。 

 （検証機関の認証の抹消） 

第４４条 市長は、認証検証機関の認証がその効力を失ったとき、又は第５１条

第１項の規定により認証検証機関の認証を取り消したときは、認証検証機関登

録簿から当該認証検証機関の認証を抹消しなければならない。 

 （検証主任者の設置等） 

第４５条 認証検証機関は、第３９条第１項第３号の市内の営業所ごとに、検証

業務を行う能力を有する者として認証区分ごとに規則で定めるもののうちから



規則で定める人数以上の検証主任者を置き、次項に定める業務を行わせなけれ

ばならない。 

２ 前項の検証主任者は、次に掲げる業務を総括するものとする。 

 (１) 検証業務がこの条例若しくはこの条例に基づく規則又はこれらに基づく処

分に違反して行われていないことの確認に関すること。 

 (２) 検証業務の実施の計画の立案に関すること。 

 (３) 検証業務の実施により得られた証拠に基づく結論の決定に関すること。 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、検証業務の適正な実施の確保に関すること。 

３ 認証検証機関は、検証業務の信頼性の確保のため、次に掲げる措置をとらな

ければならない。 

 (１) 検証業務の管理及び精度の確保に関する文書を作成すること。 

 (２) 前号の文書に記載されたところに従い検証業務の管理及び精度の確保を行

う部門を検証業務を行う部門と別に置くこと。 

 （検証業務の実施等） 

第４６条 認証検証機関は、検証業務を行うことを求められたときは、正当な理

由がある場合を除き、遅滞なく、検証業務を行わなければならない。 

２ 認証検証機関は、公正に、かつ、規則で定める方法により検証業務を行わな

ければならない。 

３ 認証検証機関の市外の営業所は、検証業務を行ってはならない。 

４ 認証検証機関は、検証業務を実質的に支配している者その他の当該認証検証

機関と著しい利害関係を有する事業者として規則で定めるものが設置している

事業所について、検証業務を行ってはならない。 

 （検証機関の秘密保持義務） 

第４７条 認証検証機関（その者が法人である場合にあっては、その役員）若し

くはその職員又はこれらの職にあった者は、検証業務に関して知り得た秘密を

漏らしてはならない。 

 （検証業務規程） 

第４８条 認証検証機関は、検証業務に関する規程（以下「検証業務規程」とい

う。）を定め、検証業務の開始前に、市長に届け出なければならない。これを

変更しようとするときも、同様とする。 

２ 検証業務規程には、検証業務の実施方法、検証業務に関する料金その他の規

則で定める事項を定めておかなければならない。 

 （帳簿の備付け等） 

第４９条 認証検証機関は、第３９条第１項第３号の市内の営業所ごとに帳簿を

備え、その業務に関し規則で定める事項を記載し、当該帳簿及び検証業務に係



る規則で定める資料を、規則で定めるころにより、保存しなければならない。 

 （財務諸表等の備置き及び閲覧等） 

第５０条 認証検証機関は、毎事業年度経過後３月以内に、その事業年度の財産

目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（以下「財

務諸表等」という。）を作成し、５年間事業所に備え置かなければならない。 

２ 指定地球温暖化対策事業者その他の利害関係人は、認証検証機関の業務時間

内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第２号の請求

をするに当たっては、認証検証機関の定めた費用を支払わなければならない。 

 (１) 財務諸表等の閲覧又は謄写の請求 

 (２) 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

 （検証機関の認証の取消し等） 

第５１条 市長は、認証検証機関が次の各号のいずれかに該当するときは、その

認証を取り消し、又は６月以内の期間を定めてその検証業務の全部若しくは一

部の停止を命ずることができる。 

 (１) 不正の手段により第３８条第１項又は第３項の認証を受けたとき。 

 (２) 第４１条第１項第１号、第３号、第５号又は第６号のいずれかに該当する

こととなったとき。 

 (３) 第４２条第１項又は第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

たとき。 

 (４) 第４３条第１項又は第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

たとき。 

 (５) 第４６条第４項の規定に違反したとき。 

 (６) 第４８条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

 (７) 第４９条の規定に違反して第３９条第１項第３号の市内の営業所ごとに帳

簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は帳簿若しくは

資料を規則で定めるところにより保存しなかったとき。 

 (８) 前条第１項の規定に違反したとき。 

 (９) 次条又は第５３条の規定による命令に違反したとき。 

２ 市長は、前項の規定により認証を取り消した場合において、取消しの日まで

に実施された検証について取消しの効力の及ぶ範囲を限定することができる。 

３ 第４１条第２項の規定は、第１項の規定による処分をした場合に準用する。 

 （適合命令） 

第５２条 市長は、認証検証機関が第４５条第１項又は第３項の規定に違反して

いると認めるときは、当該認証検証機関に対し、相当の期限を定めて、当該規

定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 



 （改善命令） 

第５３条 市長は、認証検証機関が第４６条第１項から第３項までのいずれかの

規定に違反していると認めるときは、当該認証検証機関に対し、相当の期限を

定めて、検証業務を行うべきこと又は検証業務の方法その他の業務の方法の改

善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 （公示） 

第５４条 市長は、次の場合には、その旨及び規則で定める事項を公示しなけれ

ばならない。 

 (１) 第４０条第１項の規定による認証をしたとき。 

 (２) 第４２条第１項の規定による届出があったとき。 

 (３) 第４３条第１項又は第２項の規定による届出があったとき。 

 (４) 第５１条第１項の規定により認証検証機関の認証を取り消し、又は検証業

務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

   第３章 雑則 

 （勧告） 

第５５条 市長は、地球温暖化対策事業者が、第２８条第１項の規定による地球

温暖化対策報告書の提出をしなかったときは、当該事業者に対し、期限を定め

てその期間内に提出することを勧告することができる。 

２ 市長は、地球温暖化対策事業者等が、正当な理由なく第３０条の規定による

指導及び助言に従わず、かつ、第２８条第３項の規定による対策の推進が地球

温暖化対策指針に照らして著しく不十分であるときは、当該地球温暖化対策事

業者等に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、期限を定めて、必要な措

置を講ずるよう勧告することができる。 

 (１) 第３３条第１項の規定による提出をせず、又は虚偽の提出をした者 

 (２) 第３３条第４項又は第３４条の届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

 (３) 第３３条第２項の規定に係る開発事業地球温暖化対策計画書（同条第５項

の規定により同条第２項の規定により提出した開発事業地球温暖化対策計画

書とみなされたものを含む。）について虚偽の提出をした者 

４ 市長は、第２項の規定による勧告を行おうとする場合においては、あらかじ

め第三者機関の意見を聴くものとする。 

 （立入検査等） 

第５６条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、関係職員に、第１２

条第６号の事業所、認証検証機関の事務所又は営業所その他の場所に立ち入り、

その場所において、又はその他必要な場所において、帳簿書類、機械、設備そ



の他の物件を検査し、又は関係人に対する指示若しくは指導を行わせることが

できる。 

２ 前項の規定により立入検査等を行う職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定により立入検査等を行う職員のうち専ら当該事務に当たるもの

を、川崎市地球温暖化監察員と称するものとする。 

４ 第１項の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 （報告の徴収） 

第５７条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、温室効果ガス排出事

業者、開発事業をしようとする者、建築物の新築等をしようとする者、認証検

証機関又は温室効果ガスを発生させるおそれがある者に、必要な事項を報告し、

又は資料を提出させることができる。 

 （違反者の公表） 

第５８条 市長は、第１１条第１項及び第５５条第１項から第３項までの規定に

よる勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に従わなかったときは、その

旨を公表することができる。 

２ 市長は、第５１条第１項の規定による命令を受けた者が、当該命令に従わな

かったときは、その旨を公表することができる。 

３ 市長は、前２項の公表をしようとする場合は、当該勧告又は命令を受けた者

に対し、意見を述べ、証拠を提示する機会を与えるものとする。 

 （委任） 

第５９条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要な事項は、

規則で定める。 

   第４章 罰則 

第６０条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に処する。 

 (１) 第５１条第１項の規定による命令に違反した者 

 (２) 第２６条の規定による地球温暖化対策計画書を提出せず、又は同条第１号

若しくは第５号から第８号までの事項について虚偽の報告をした者 

 (３) 第３８条第１項又は第３項の認証を受けないで検証業務を行った者 

 (４) 不正の手段により第３８条第１項又は第３項の認証を受けた者 

 (５) 第４７条の規定に違反した者 

 (６) 第４９条の規定に違反して第３９条第１項第３号の市内の営業所ごとに帳

簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は帳簿若しくは

資料を規則で定めるところにより保存しなかった者 

第６１条 次の各号のいずれかに該当する者は、２５万円以下の罰金に処する。 



 (１) 第１３条第２項又は第１５条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の

届出をした者 

 (２) 第１８条第３項又は第１９第１項の規定による申請をせず、又は虚偽の申

請をした者 

第６２条 第２７第１項又は第２項の規定に違反した者は、１５万円以下の罰金

に処する。 

 第１４条の次に次の１３条及び１節を加える。 

 （指定の取消し） 

第１５条 指定地球温暖化対策事業者は、次に掲げるときは、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を市長に届け出なければならない。 

 (１) 指定地球温暖化対策事業所における事業活動が廃止され、又はその全部が

休止されたとき。 

 (２) 指定地球温暖化対策事業所が、当該事業所における事業活動の規模が著し

く縮小されたものとして規則で定める要件に該当したとき。 

 (３) 指定地球温暖化対策事業所の前年度の温室効果ガスの排出の状況が、規則

で定める期間連続して第１２条第９号の要件に該当しなかったとき。 

２ 市長は、次の各号に掲げる場合は、当該各号に定める指定を取り消すものと

する。 

 (１) 指定地球温暖化対策事業所（特定地球温暖化対策事業所を除く。）が前項

各号に該当すると認めた場合 当該指定地球温暖化対策事業所に係る第１３

条第１項の規定による指定 

 (２) 特定地球温暖化対策事業所が前項各号に該当すると認め、かつ、第２３条

の規定による変更後の次条第１項の義務の履行を確認した場合 当該特定地

球温暖化対策事業所に係る第１３条第１項及び第３項の規定による指定 

 （特定地球温暖化対策事業所の温室効果ガス排出量の削減） 

第１６条 特定地球温暖化対策事業所の所有事業者等（以下「特定地球温暖化対

策事業者」という。）は、各削減義務期間ごとに、当該特定地球温暖化対策事

業所における算定排出削減量（排出削減量を規則で定めるところにより算定し

た量をいう。以下同じ。）を当該削減義務期間終了後の規則で定める日までに、

削減義務量以上としなければならない。 

２ 特定温室効果ガス年度排出量、基準排出量、その他の前項の算定排出削減量

の基礎となる量として規則で定める量は、当該量の算定の方法、算定に用いる

情報、算定された量の値その他の規則で定める事項が規則で定める基準に適合

することについて、市長の認証を受けた者（以下「認証検証機関」という。）

が行う検証を受けたものでなければならない。 



 （削減義務率） 

第１７条 削減義務率は、各削減計画期間ごとに、第三者機関の意見を聴いて、

事業所の特性を勘案して規則で定める区分ごとに議会の承認を受けて市長が定

めるものとする。これを変更しようとするときも、同様とする。 

 （基準排出量の決定） 

第１８条 市長は、特定地球温暖化対策事業所ごとに、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める量を基準排出量として定めるものとする。 

 (１) 最初の削減計画期間の開始の日前に既に特定地球温暖化対策事業所に該当

している事業所 最初の削減計画期間開始前の規則で定める期間における当

該特定地球温暖化対策事業所の標準的な特定温室効果ガス年度排出量に相当

する量として規則で定める方法により算定する量 

 (２) 最初の削減計画期間の開始の日以後に特定地球温暖化対策事業所に該当し

た事業所 次に掲げる量のいずれかから特定地球温暖化対策事業者が選択す

る量 

  ア 削減義務期間開始前の規則で定める期間における当該特定地球温暖化対

策事業所の標準的な特定温室効果ガス年度排出量に相当する量として規則

で定める方法により算定する量（当該期間における特定地球温暖化対策事

業所における地球温暖化対策の推進の程度が市長が別に定める基準に適合

する場合に限る。） 

  イ 事業所の用途、規模等について当該特定地球温暖化対策事業所と同じ特

性を有する事業所の標準的な特定温室効果ガス年度排出量に相当する量と

して規則で定める方法により算定する量 

２ 基準排出量は、前項各号に定める方法によることが困難であると認められる

場合は、市長が認める方法により算定する量とする。 

３ 特定地球温暖化対策事業者は、次に掲げる事項を記載した申請書を、規則で

定めるところにより、第１６条第２項の規定による検証の結果を添えて、市長

に提出し、基準排出量の決定を申請しなければならない。 

 (１) 算定した基準排出量 

 (２) 第１項第２号の事業所にあっては、同号の選択の内容 

 (３) 前２号に定めるもののほか、基準排出量の算定に必要な事項として規則で

定める事項 

４ 市長は、基準排出量を決定したときは、その旨を規則で定めるところにより、

申請者に通知しなければならない。 

 （事業所の用途変更等による基準排出量の変更） 

第１９条 特定地球温暖化対策事業者は、当該特定地球温暖化対策事業所につい



て、特定地球温暖化対策事業所の用途、規模、エネルギーの供給等の状況の変

更の程度が著しいものとして規則で定める状況の変更があったときは、規則で

定めるところにより、基準排出量の変更を市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の状況の変更があったことを認めたときは、当該特定地球温暖

化対策事業所の規則で定める期間の基準排出量を、当該状況の変更に応じた適

切な量に変更する方法として規則で定める方法により算定した量に変更するも

のとする。 

３ 市長は、前項の規定により基準排出量を変更したときは、その旨を、規則で

定めるところにより、申請者に通知しなければならない。 

 （基準適合の検証） 

第２０条 第１８条第１項第２号アの地球温暖化対策の推進の程度は、同号アの

市長が別に定める基準に適合することについて、認証検証機関が行う検証を受

けたものでなければならない。 

第２１条 前条の検証は、第三者機関の意見を聴いて市長が認定する。 

 （災害時等における特例） 

第２２条 市長は、災害その他やむを得ない事情により、特定地球温暖化対策事

業者が第１６条第１項の義務を履行することが特に困難と認めたときは、当該

特定地球温暖化対策事業者の特定地球温暖化対策事業所の削減義務量を減少さ

せることができる。 

 （事業所の廃止等による削減義務期間の変更等） 

第２３条 特定地球温暖化対策事業所について、第１５条第１項各号に該当する

と市長が認めたときは、当該特定地球温暖化対策事業所の削減義務期間の終了

年度は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める年度に変更され、削

減義務量は当該終了年度の変更後の削減義務期間に応じた量に変更されるもの

とする。 

 (１) 第１５条第１項第１号に該当するとき。 特定地球温暖化対策事業所にお

ける事業活動が廃止され、又はその全部が休止された日の属する年度の前年

度 

 (２) 第１５条第１項第２号に該当するとき。 同号の規模の縮小があった年度

の前年度 

 (３) 第１５条第１項第３号に該当するとき。 同号の期間の最後の年度の前年

度 

 （削減目標の設定） 

第２４条 指定地球温暖化対策事業者は、指定地球温暖化対策事業所ごとに、規

則で定めるところにより、温室効果ガス排出量の削減を進めるための定量的な



目標（以下「削減目標」という。）を定めるものとする。この場合において、

特定地球温暖化対策事業者は、削減目標のうち、特定地球温暖化対策事業所の

算定排出削減量に係る目標について、削減義務量以上の目標値を設定しなけれ

ばならない。 

 （温室効果ガス排出量の把握） 

第２５条 指定地球温暖化対策事業者は、毎年度、指定地球温暖化対策事業所ご

とに、前年度における特定温室効果ガス年度排出量及びその他ガス年度排出量

（１年度のその他ガス排出量をいう。以下同じ。）を把握しなければならない。 

 （地球温暖化対策計画書の作成等） 

第２６条 指定地球温暖化対策事業者は、毎年度、指定地球温暖化対策事業所ご

とに、次に掲げる事項を記載した計画書（以下「地球温暖化対策計画書」とい

う。）を、地球温暖化対策指針に基づき作成し、第６号の量については、第１

６条第２項の規定による検証の結果を添えて、規則で定めるところにより、市

長に提出しなければならない。ただし、第１３条第２項の規定により検証の結

果が既に提出されているときは、同号の量について検証の結果を添えることは

要しない。 

 (１) 第１６条第１項の義務の履行の状況（特定地球温暖化対策事業所に限る。） 

 (２) 当該計画の期間 

 (３) 削減目標 

 (４) 削減目標を達成するための温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画 

 (５) 前号の措置の実施状況 

 (６) 前条の特定温室効果ガス年度排出量 

 (７) 前条のその他ガス年度排出量 

 (８) 次条第１項の統括管理者及び同条第２項の技術管理者の氏名 

 (９) その他地球温暖化対策に関して規則で定める事項 

 （統括管理者等の選任等） 

第２７条 指定地球温暖化対策事業者は、規則で定めるところにより、指定地球

温暖化対策事業所ごとに、規則で定める基準に従って、次に掲げる職務を行う

者（以下「統括管理者」という。）を選任しなければならない。 

 (１) 当該事業所における地球温暖化対策の実施状況の把握 

 (２) 当該事業所における従業員への地球温暖化対策に関する指導及び監督 

 (３) 当該事業所の指定地球温暖化対策事業者への意見の申出 

 (４) 前３号に掲げるもののほか、当該事業所において地球温暖化対策のために

必要な業務 

２ 指定地球温暖化対策事業者は、規則で定めるところにより、指定地球温暖化



対策事業所ごとに、規則で定める基準に従って、次に掲げる者に対する技術的

助言を行う者（以下「技術管理者」という。）を選任しなければならない。 

 (１) 当該指定地球温暖化対策事業者 

 (２) 当該事業所の統括管理者 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、当該事業所において地球温暖化対策に係る者 

３ 指定地球温暖化対策事業者は、地球温暖化対策の推進に関し、当該事業所の

統括管理者の意見及び技術管理者の技術的助言を尊重しなければならない。 

４ 統括管理者は、地球温暖化対策の推進に関し、当該事業所の技術管理者の技

術的助言を尊重しなければならない。 

５ 指定地球温暖化対策事業所の従業員は、地球温暖化対策の推進に関する当該

事業所の統括管理者の指導に従わなければならない。 

    第３節 中小規模事業所からの温室効果ガス排出量の削減 

 （地球温暖化対策報告書の作成等） 

第２８条 その設置している事業所等（定型的な約款による契約に基づき、特定

の商標、商号その他の表示を使用させ、商品の販売又は役務の提供に関する方

法を指定し、かつ、継続的に経営に関する指導を行う事業であって、当該約款

に、当該事業に加盟する者（以下「加盟者」という。）が設置している事業所

等における温室効果ガスの排出に関する事項であって規則で定めるものに係る

定めがあるもの（以下「連鎖化事業」という。）を行う者について、その加盟

者が設置している当該連鎖化事業に係るすべての事業所等を含む。以下この条

において同じ。）（事業活動に伴う温室効果ガス排出量が相当程度の範囲にあ

るものとして規則でその規模の上限及び下限を定める事業所等に限る。）にお

ける事業活動に伴う温室効果ガス排出量が相当程度多い事業者として規則で定

める要件に該当した事業者（以下「地球温暖化対策事業者」という。）は、当

該要件に該当した年度以降、毎年度、当該事業所等ごとに、規則で定める温室

効果ガスに係る前年度の温室効果ガス排出量、地球温暖化対策の取組状況等を

記載した報告書（以下「地球温暖化対策報告書」という。）を、地球温暖化対

策指針に基づき作成し、規則で定めるところにより、市長に提出しなければな

らない。ただし、当該地球温暖化対策報告書の内容により、当該要件に該当し

ないことを市長が確認することができた場合にあっては、この限りでない。 

２ 温室効果ガス排出事業者は、毎年度、その設置している事業所等（その規模

が前項の上限以下の事業所等に限り、同項の規定により地球温暖化対策報告書

が提出された事業所等を除く。）ごとに、地球温暖化対策報告書を、地球温暖

化対策指針に基づき作成し、規則で定めるところにより、市長に提出すること

ができる。 



３ 地球温暖化対策事業者等（地球温暖化対策事業者及び前項の規定により地球

温暖化対策報告書を提出した者をいう。以下同じ。）は、地球化対策事業者等

が実施すべき地球温暖化対策として地球温暖化対策指針に定める対策を推進し

なければならない。 

 （地球温暖化対策報告書の公表） 

第２９条 地球温暖化対策事業者は、前条第１項の地球温暖化対策報告書を提出

したときは、規則で定めるところにより、遅滞なくその内容を公表しなければ

ならない。 

２ 市長は、前条第１項又は第２項の地球温暖化対策報告書の提出があったとき

は、規則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。 

 （指導及び助言） 

第３０条 市長は、地球温暖化対策事業者等に対し、第２８条第３項の規定によ

る地球温暖化対策の実施について、必要な指導及び助言を行うことができる。 

 附則第２項中「第１７条」を「第３３条」に改める。 

 附則に次の１項を加える。 

 （条例の見直し） 

３ 市は、この条例の目的を達成するため、その地球温暖化対策の進展、地球温

暖化対策に係る技術水準の向上及び国際社会の発展を踏まえ、必要に応じてこ

の条例の見直しを行うものとする。 

 

 

   提 案 理 由 

 

 川崎の地球温暖化防止の対策をより実効性のあるものにするため修正するもの

である。 

 


